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本セッションの問いへの回答
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• 環境保全と長期的な利益追求は相反しない。
• 短期的かつ近視眼的利潤追求が環境を損なう。
• 企業活動に長期的視点や多元的価値を組み込むのが、

CSRであり、統合報告書（IIRC2013）。
会計に組み込むのが複数評価原理の会計（國部2017）
「三方よし」「認識が世界を変える」

• 企業経営にいかに直結させるかが重要

• 環境保全と経済発展を両立させるには、社会全体の
ルール・制度づくり、トランジションの視点が不可欠

• 個々人や個々の企業は、社会システムに「埋め込まれ
た」存在

• 社会全体に多元的視点をもたらす一つの動向がSDGs



持続可能な開発目標（SDGs）

17の目標と169のターゲットからなる2030年に向けた世界の目標

SCPは、人間活動と環境保全をつなぐゴール12に位置づけ
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SCPと環境問題
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• 複雑かつ解決が難しい問題が残ってきている

• 原因と結果（症状）の区別が必要

• 人間活動そのもののあり方が問われている
（対症療法からの脱却）

• 「環境」よりも広い視点で取り組む時代に



人々の幸福
人類の繁栄

生産がより大きな消費を
消費がより大きな生産を
もたらし、環境負荷と資源消
費を増大させるスパイラル

消費と生産の環境負荷・資源消費増大スパイラルを
Planetary Boundaries（地球１つ分）の活動に変えていく

環境省戦略的研究開発領域課題S-16
「アジア地域における持続可能な消費・生産パターン定着のための
政策デザインと評価」（研究代表 東大平尾教授、11機関が参画）
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アジア太平洋地域における資源消費
国内物質消費量DMIの推移（1970〜2010）

Source: UNEP (2015) Indicators for a Resource Efficient and Green Asia and the Pacific.

①より早期
に ②より⼤き

な
変化を

環
境
負
荷

時間「針路を変える」
“Bending the curve”
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分断された生産と消費の構造～現代化の帰結
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製品/素材/サービス
* ビジネスと政府による

(最終)消費⽣産

供給
(B&G*)

循環
( B&G*)

廃棄段階・
ﾘｻｲｸﾙ段階を

考えない
生産

ｻﾌﾟﾗｲｻｲﾄﾞ
偏重の経済、
「作れば売れた」
産業振興第一
生活二の次

生産の専門化
効率化

物質的豊かさ



消費どうしを
つなぐ

(最終)消費製造

供給と消費を
つなぐ

消費と循環を
つなぐ

ｻｰﾋﾞｽ化・⾮所有

価値活⽤型の循環**

産業間の
⽣産と消費を

つなぐ

産業共⽣

分断された生産と消費をつなぐ５つのアプローチ

製品/素材/サービス

C2C ｼｪｱﾘﾝｸﾞ
C2C ﾘﾕｰｽ

* ビジネスと政府による
** ﾘﾏﾆﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ、ﾘﾌｧｰﾋﾞｯｼｭ、ﾘﾍﾟｱ、直接ﾘﾕｰｽ

製造と消費を
つなぐ

ｶｽﾀﾑ化/ﾛｰｶﾙ化
された製品、
ﾌﾟﾛｼｭｰﾏー

供給
(B&G*)

循環
( B&G*)
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99

2. 効率性
アプローチ

基本
インフラ
整備

⽣産・
流通

廃棄・
循環

サービス
提供
システム
への政策

既存の取組的 トランジション的

汚染
防⽌

⽣産
効率
改善

産業エコロジー
エコデザイン

リファービッシュ
リマニファクチャ

適正
処理 リサイクル リユース・

リデュース
ゼロエミッション
・ゼロウェイスト

公共
交通

スマート・
コンパクト
シティ

啓発
活動

情報提供・
グリーン
調達

地球１個分
の⽣活循環・シェア

1. 汚染防⽌・
ベーシック
ニーズ

アプローチ

ソーシャル
メディア

IoT
ビッグデータ

製品ライ
フサイク
ル政策

3. 充⾜性アプローチ

政策ﾄﾚﾝﾄﾞ
の変化

イン
フラ

ライフ
スタイル

カーシェアリング
ライドシェアリング

コハウジング
⾃律的・
再帰的消費

AIと連携する
マルチ
プラット
フォーム

消費者のニーズ
に基づく

オーダーメイド
⽣産

Source: 堀田・小出（2017）

ＳＣＰ政策の焦点とメニューの拡大
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A) 従来型の大量生産・
大量消費システム

国・国際レベルでのアジェンダ設
定・マクロ政策の変化

新たなビジネス

インフラの転換

ﾗｲﾌｽﾀｲﾙの
変化

組織・制度改革

B) 生産と消費が相互リンクす
る持続型のシステム

環境負荷

環境負荷

環境負荷

ウェルビーイング↑
幸福度↑

非再生資源利用↓
環境汚染↓
炭素排出↓
廃棄物↓個別の活動

- 食品 - 住居
- エネルギー - 交通 など

地域での取り組み

イノベーション

個人化した消費

ネットワーク化された
消費者と消費

製造
製造－供給－ｲﾝﾌﾗ

供給
製品とサービス インフラ

サービスと製品

(シームレス , 相互連環)

(効用/経験指向)

協働
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社会のトランジション～SCPへの転換



４）

その廃棄・
ﾘｻｲｸﾙも含む

ＳＣＰに向けた企業の取組の方向性

方向性 取り組み内容

１）よいプロセスにする
（クリーナープロダクションCP）

・産業廃棄物最終処分量の削減（リサイクル・リユース）
・資源生産性の向上（リデュース・脱物質化）

２）よい製品をつくる
（エコプロダクツEP）

・エコデザイン（省資源化製品、長寿命製品、易解体性・
リサイクル性の向上など）

・サービサイジング（シェアリング、レンタル）
・製品廃棄物の回収・リサイクルの実施・支援

３）よい調達を行う
（持続可能な調達SP）

・サプライチェーンのなかで発生している環境問題・社会
問題の解消（特に海外）

・リユース品・リサイクル品等の積極的利用

４）よい経済・産業をつくる ・ルール/制度づくり（公正な競争市場の創出）

企業活動 よい製品

廃棄物など

よい原材料
よいエネルギー

１）

２）３）
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アジアにおける急速な⾼齢化と⼈⼝オーナス

倍加年数
フランス １１５年
スウェーデン ８５年
英国 ４７年
ドイツ ４０年
⽇本 ２４年

注：⾼齢化率が「⾼齢化社会（7%）」から「⾼齢社会（14%）」の２倍
になるまでの年数。アジア諸国は国連中位推計に基づく。

出典：⼤泉啓⼀郎（2007）『⽼いてゆくアジア』、p.37

タイ ２２年（2001−2023）
マレーシア ２４年（2019−2043）
インドネシア ２０年（2017−2037）
フィリピン ２２年（2028−2050）
ベトナム １８年（2020−2038）
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人口ボーナスの逆の現象に備えることも、SCP政策には必要



本セッションの問いへの回答（再掲）

13

• 環境保全と長期的な利益追求は相反しない。
• 短期的かつ近視眼的利潤追求が環境を損なう。
• 企業活動に長期的視点や多元的価値を組み込むのが、

CSRであり、統合報告書（IIRC2013）。
会計に組み込むのが複数評価原理の会計（國部2017）
「三方よし」「認識が世界を変える」

• 企業経営にいかに直結させるかが重要

• 環境保全と経済発展を両立させるには、社会全体の
ルール・制度づくり、トランジションの視点が不可欠

• 個々人や個々の企業は、社会システムに「埋め込まれ
た」存在

• 社会全体に多元的視点をもたらす一つの動向がSDGs


